
 ― 84 ― 

議案第25号 説明資料 

幕別町手数料の見直しに伴う関係条例の整備に関する条例（第１条関係）の該当部分 新旧対照表 

現  行  条  例 改  正  条  例 

 

○幕別町行政不服審査条例 
（平成28年３月18日 条例第14号） 

 

第１条～第３条   略 

 

（手数料等） 

第４条 法第38条第６項の規定により読み替えて適用する同条第４項（他の法令に

おいて準用する場合を含む。）及び法第81条第３項の規定により読み替えて準用

する法第78条第４項の条例で定める手数料の額は、無料とする。 

 

 

 

２ 法第38条第１項（他の法令において準用する場合を含む。）及び法第78条第１

項に規定する写し又は書面の交付に係る費用の額は、幕別町情報公開条例（平成

11年条例第31号）別表に準ずる額とする。 

３ 町長が特に必要と認める時は、前項に規定する費用の額の全部又は一部を減免

することができる。 

 

第５条及び第６条   略 

 

 

 

 

 

 

 

○幕別町行政不服審査条例 
（平成28年３月18日 条例第14号） 

 

第１条～第３条   略 

 

（手数料等） 

第４条 法第38条第６項の規定により読み替えて適用する同条第４項（他の法令に

おいて準用する場合を含む。）及び法第81条第３項の規定により読み替えて準用

する法第78条第４項の条例で定める手数料の額は、用紙１枚につき10円（カラー

で複写され、又は出力された用紙にあっては、30円）とする。この場合におい

て、両面に複写され、又は出力された用紙については、片面を１枚として手数料

の額を算定する。 

 

 

 

２ 町長が特に必要と認める時は、前項に規定する手数料の額の全部又は一部を減

免することができる。 

 

第５条及び第６条   略 
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幕別町手数料の見直しに伴う関係条例の整備に関する条例（第２条関係）の該当部分 新旧対照表 

現  行  条  例 改  正  条  例 

 

○幕別町情報公開条例 
（平成11年12月21日 条例第31号） 

 

第１条～第13条   略 

 

（費用の負担） 

第14条 前条の規定により公文書の写しの交付を受けるものは、別表に定める費用

を負担しなければならない。ただし、町長が特に必要と認める時は、写しの作成

に要する費用の全部又は一部を減免することができる。 

 

第15条～第25条   略 

 

別表（第14条関係） 

１ 作成に要

する費用 

⑴ 町が管理する複写機（当該複写機に

より複写できる大きさのものに限

る。）による場合 

１枚10円 

⑵ 町が管理するカラー複写機（当該複

写機により複写できる大きさのものに

限る。）による場合 

１枚50円 

⑶ 外部の業者に発注しなければ複写で

きないもの 

当該複写に要した

額 

⑷ 録音テープその他媒体の複製による

もの 

 

 

当該複製に要した

額 

 

 

 

○幕別町情報公開条例 
（平成11年12月21日 条例第31号） 

 

第１条～第13条   略 

 

（費用の負担） 

第14条 前条の規定により公文書の写しの交付を受けるものは、別表に定める費用

を負担しなければならない。ただし、町長が特に必要と認める時は、写しの作成

に要する費用の全部又は一部を減免することができる。 

 

第15条～第25条   略 

 

別表（第14条関係） 

１ 作成に要

する費用 

⑴ 町が管理する複写機（当該複写機に

より複写できる大きさのものに限

る。）による場合 

１件310円に、１枚

増すごとに10円を

加えた額 

⑵ 町が管理するカラー複写機（当該複

写機により複写できる大きさのものに

限る。）による場合 

１件330円に、１枚

増すごとに30円を

加えた額 

⑶ 外部の業者に発注しなければ複写で

きないもの 

当該複写に要した

額 

⑷ 光ディスク（直径120ｍｍの再生装置

で再生することが可能なものに限

る。）に複製したもの 

１件300円に、700

メガバイトまでご

とに100円を加えた

額 

  備考 両面に複写され、又は出力された用紙については、片面を１枚として費
用の額を算定する。 
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現  行  条  例 改  正  条  例 

２ 送付に要

する費用 
⑴ 当該送付に要する額  

 

 

２ 送付に要

する費用 
⑴ 当該送付に要する額  
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幕別町手数料の見直しに伴う関係条例の整備に関する条例（第３条関係）の該当部分 新旧対照表 

現  行  条  例 改  正  条  例 

 

○幕別町個人情報保護条例 
（平成11年12月21日 条例第32号） 

 

第１条   略 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

⑴～⑹   略 

⑺ 事業者 

事業を営む法人その他の団体（国等（国、独立行政法人等（独立行政法人等

の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第59号）第２条第１項

に規定する独立行政法人等をいう。）、他の地方公共団体及び地方独立行政法

人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第１項に規定する地

方独立行政法人をいう。）をいう。以下同じ。）を除く。）及び事業を営む個

人をいう。 

 

第３条～第19条   略 

 

（費用の負担） 

第20条 前条の規定により保有個人情報の写しの交付を受けるものは、別表に定め

る費用を負担しなければならない。ただし、町長が特に必要と認める時は、写し

の作成に要する費用の全部又は一部を減免することができる。 

 

第21条～第32条   略 

 

別表（第20条関係） 

１ 作成に要 ⑴ 町が管理する複写機（当該複写機に １枚10円 

 

○幕別町個人情報保護条例 
（平成11年12月21日 条例第32号） 

 

第１条   略 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

⑴～⑹   略 

⑺ 事業者 

事業を営む法人その他の団体（国等（国、独立行政法人等（個人情報の保護

に関する法律（平成15年法律第57号）第２条第９項に規定する独立行政法人等

をいう。）、他の地方公共団体及び地方独立行政法人（地方独立行政法人法

（平成15年法律第118号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をい

う。）をいう。以下同じ。）を除く。）及び事業を営む個人をいう。 

 

 

第３条～第19条   略 

 

（費用の負担） 

第20条 前条の規定により保有個人情報の写しの交付を受けるものは、別表に定め

る費用を負担しなければならない。ただし、町長が特に必要と認める時は、写し

の作成に要する費用の全部又は一部を減免することができる。 

 

第21条～第32条   略 

 

別表（第20条関係） 

１ 作成に要 ⑴ 町が管理する複写機（当該複写機に １件310円に、１枚 
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現  行  条  例 改  正  条  例 

する費用 より複写できる大きさのものに限る。）

による場合 
 

⑵ 町が管理するカラー複写機（当該複写

機により複写できる大きさのものに限

る。）による場合 

１枚50円 

⑶ 外部の業者に発注しなければ複写でき

ないもの 

当該複写に要した

額 

⑷ 録音テープその他媒体の複製によるも

の 

当該複製に要した

額 

 

 

２ 送付に要

する費用 
⑴ 当該送付に要する額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する費用 より複写できる大きさのものに限る。

）による場合 

増すごとに10円を

加えた額 

⑵ 町が管理するカラー複写機（当該複

写機により複写できる大きさのものに

限る。）による場合 

１件330円に、１枚

増すごとに30円を

加えた額 

⑶ 外部の業者に発注しなければ複写で

きないもの 

当該複写に要した

額 

⑷ 光ディスク（直径120ｍｍの再生装置

で再生することが可能なものに限

る。）に複製したもの 

１件 300円に、 700

メガバイトまでご

とに100円を加えた

額 

２ 送付に要

する費用 
⑴ 当該送付に要する額 

 備考 両面に複写され、又は出力された用紙については、片面を１枚として費用

の額を算定する。 
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幕別町手数料の見直しに伴う関係条例の整備に関する条例（第４条関係）の該当部分 新旧対照表 

現  行  条  例 改  正  条  例 

 

○幕別町手数料条例 
（平成12年３月24日 条例第13号） 

 

第１条～第７条   略 

 

別表（第２条関係） 

番

号 

手数料を徴

収する事務 

手数料 

摘要 
名称 金額 

徴収

時期 

１  略     

２ 租税特別措

置法（昭和

32年法律第

26号）第28

条の４第３

項第６号、

第31条の２

第２項第15

号ニ、第62

条の３第４

項第15号

ニ、第63条

第３項第６

号又は第68

条の69第３

項第６号に 

優良

住宅

新築

認定

申請

手数

料 

略  略  

 

○幕別町手数料条例 
（平成12年３月24日 条例第13号） 

 

第１条～第７条   略 

 

別表（第２条関係） 

番

号 

手数料を徴

収する事務 

手数料 

摘要 
名称 金額 

徴収

時期 

１  略     

２ 租税特別措

置法（昭和

32年法律第

26号）第28

条の４第３

項第６号、

第31条の２

第２項第15

号ニ、第62

条の３第４

項第15号ニ

又は第63条

第３項第６

号に規定す

る住宅の新

築が優良な 

優良

住宅

新築

認定

申請

手数

料 

略  略  
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現  行  条  例 改  正  条  例 

 規定する住

宅の新築が

優良な住宅

の供給に寄

与するもの

であること

についての

認定の申請

に対する審

査 

    

３ 租税特別措

置法第28条

の４第３項

第７号ロ、

第31条の２

第２項第15

号ニ、第62

条の３第４

項第15号

ニ、第63条

第３項第７

号ロ又は第

68条の69第

３項第７号

ロに規定す

る住宅の新

築が優良な

住宅の供給

に寄与する

優良

住宅

新築

認定

申請

手数

料 

 略  略  

 住宅の供給

に寄与する

ものである

ことについ

ての認定の

申請に対す

る審査 

 

 

 

    

３ 租税特別措

置法第28条

の４第３項

第７号ロ、

第31条の２

第２項第15

号ニ、第62

条の３第４

項第15号ニ

又は第63条

第３項第７

号ロに規定

する住宅の

新築が優良

な住宅の供

給に寄与す

るものであ

ることにつ

いての認定

優良

住宅

新築

認定

申請

手数

料 

略  略  



― 91 ― 

現  行  条  例 改  正  条  例 

ものである

ことについ

ての認定の

申請に対す

る審査 

４ 租税特別措

置法第28条

の４第３項

第７号イ、

第63条第３

項第７号イ

又は第68条

の69第３項

第７号イに

規定する宅

地の造成が

優良な宅地

の供給に寄

与するもの

であること

についての

認定の申請

に対する審

査 

優良

宅地

造成

認定

申請

手数

料 

 

 略  略  

５

～

23 

 略     

24 幕別町印鑑

登録及び証

明に関する

条例（昭和 

印鑑

登録

証再

交付 

１件につき 

300円 

交付

のと

き 
 

の申請に対

する審査 

 

 

 

４ 租税特別措

置法第28条

の４第３項

第７号イ又

は第63条第

３項第７号

イに規定す

る宅地の造

成が優良な

宅地の供給

に寄与する

ものである

ことについ

ての認定の

申請に対す

る審査 

 

 

 

優良

宅地

造成

認定

申請

手数

料 

 略  略  

５

～

23 

 略     

24 幕別町印鑑

登録及び証

明に関する

条例（昭和 

印鑑

登録

証再

交付 

１件につき 

450円 

交付

のと

き 
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現  行  条  例 改  正  条  例 

 52年条例第

２号）第８

条第２項の

規定に基づ

く印鑑登録

証の再交付 

手数

料 

  

 

25 幕別町印鑑

登録及び証

明に関する

条例第13条

の規定に基

づく印鑑登

録原票の写

しの交付 

印 鑑

登 録

証 明

手 数

料 

１通につき 

250円 

交付

のと

き 

 

26 身分に関す

る証明書の

交付 

身 分

に 関

す る

証 明

手 数

料 

１通につき 

250円 

交付

のと

き 
 

27 戸籍簿又は

除籍簿に記

載のないこ

との証明書

の交付 

不 在

籍 証

明 手

数料 

１通につき 

250円 

交付

のと

き  

28 住民基本台

帳法（昭和

42年法律第

81号）第11

条の２第１

項の規定に

住 民

基 本

台 帳

閲 覧

手 数

料 

１件につき 

100円 

閲覧

のと

き 
 

 52年条例第

２号）第８

条第２項の

規定に基づ

く印鑑登録

証の再交付 

手数

料 

  

 

25 幕別町印鑑

登録及び証

明に関する

条例第13条

の規定に基

づく印鑑登

録原票の写

しの交付 

印 鑑

登 録

証 明

手 数

料 

１通につき 

300円 

交付

のと

き 

 

26 身分に関す

る証明書の

交付 

身 分

に 関

す る

証 明

手 数

料 

１通につき 

300円 

交付

のと

き 
 

27 戸籍簿又は

除籍簿に記

載のないこ

との証明書

の交付 

不 在

籍 証

明 手

数料 

１通につき 

300円 

交付

のと

き  

28 住民基本台

帳法（昭和

42年法律第

81号）第11

条の２第１

項の規定に

住 民

基 本

台 帳

閲 覧

手 数

料 

１件につき 

300円 

閲覧

のと

き 
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現  行  条  例 改  正  条  例 

基づく住民

基本台帳を

閲覧に供す

る事務 

29 住民基本台

帳法第20条

第１項、第

３項又は第

４項の規定

に基づく戸

籍の附票の

謄本若しく

は抄本の交

付 

戸 籍

の 附

票 謄

抄 本

交 付

手 数

料 

１通につき 

250円 

交 付

の と

き 

 

29

の

２ 

住民基本台

帳法第21条

の３第１

項、第３項

又は第４項

の規定に基

づく戸籍の

附票の除票

の写しの謄

本若しくは

抄本の交付 

戸 籍

の 附

票 の

除 票

の 写

し の

交 付

手 数

料 

１通につき 

250円 

交 付

の と

き 

 

30 住民基本台

帳法第12条

第１項又は

第12条の３

第１項若し

くは第２項

住民

票謄

抄本

交付

手数

料 

１通につき 

250円 

交付

のと

き 

 

基づく住民

基本台帳を

閲覧に供す

る事務 

29 住民基本台

帳法第20条

第１項、第

３項又は第

４項の規定

に基づく戸

籍の附票の

写しの交付 

 

 

戸 籍

の 附

票 の

写 し

の 交

付 手

数料 

１通につき 

300円 

交 付

の と

き 

 

29

の

２ 

住民基本台

帳法第21条

の３第１

項、第３項

又は第４項

の規定に基

づく戸籍の

附票の除票

の写しの交

付 

 

戸 籍

の 附

票 の

除 票

の 写

し の

交 付

手 数

料 

１通につき 

300円 

交 付

の と

き 

 

30 住民基本台

帳法第12条

第１項又は

第12条の３

第１項若し

くは第２項

住民

票の

写し

の交

付手

数料 

１通につき 

300円 

交付

のと

き 
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現  行  条  例 改  正  条  例 

の規定に基

づく住民票

の謄本若し

くは抄本の

交付 

30

の

２ 

住民基本台

帳法第15条

の４第１

項、第３

項、第４項

又は第５項

において準

用する第12

条の３第８

項の規定に

よる除票の

写し又は除

票に記載し

た事項に関

する証明書

の交付 

除票

の写

し又

は除

票の

記載

事項

証明

書の

交付

手数

料 

１通につき 

250円 

交付

のと

き 

 

30

の

３ 

住民基本台

帳法第12条

の４第１項

の規定に基

づく住民票

の謄本若し

くは抄本の

交付の特例 

住民

票謄

抄本

の広

域交

付手

数料 

１通につき 

250円 

交付

のと

き 

 

31 住民票、同

除票又は戸

籍の附票に

不在

証明

手数

１通につき 

250円 

交付

のと

き 

 

の規定に基

づく住民票

の写しの交

付 

 

30

の

２ 

住民基本台

帳法第15条

の４第１

項、第３

項、第４項

又は第５項

において準

用する第12

条の３第８

項の規定に

よる除票の

写し又は除

票に記載し

た事項に関

する証明書

の交付 

除票

の写

し又

は除

票の

記載

事項

証明

書の

交付

手数

料 

１通につき 

300円 

交付

のと

き 

 

30

の

３ 

住民基本台

帳法第12条

の４第１項

の規定に基

づく住民票

の写しの交

付の特例 

 

住民

票の

写し

の広

域交

付手

数料 

１通につき 

350円 

交付

のと

き 

 

31 住民票、同

除票又は戸

籍の附票に

不在

証明

手数

１通につき 

300円 

交付

のと

き 
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現  行  条  例 改  正  条  例 

記載のない

ことの証明

書の交付 

料 

32  略 

33 地方税法施

行令（昭和

25年政令第

245号）第

６条の21に

規定する納

税証明事項

のうち、固

定資産税相

当額を記載

した証明書

の交付 

公課

証明

書手

数料 

１筆又は１棟につき 

250円 

交付

のと

き 

１筆（棟

）を超え

る場合は

１筆（棟

）ごとに

50円加算 

34 地方税法

（昭和25年

法律第226

号）第380

条第１項の

規定により

市町村が備

えなければ

ならない固

定資産課税

（補充課

税）台帳に

登録されて

いる土地又

は家屋の価

評価

証明

書手

数料 

書類１件につき 

250円 

交付

のと

き 

 

記載のない

ことの証明

書の交付 

料 

32  略 

33 地方税法施

行令（昭和

25年政令第

245号）第

６条の21に

規定する納

税証明事項

のうち、固

定資産税相

当額を記載

した証明書

の交付 

公課

証明

書手

数料 

書類１件につき 

300円 

交付

のと

き 

 

34 地方税法

（昭和25年

法律第226

号）第380

条第１項の

規定により

市町村が備

えなければ

ならない固

定資産課税

（補充課

税）台帳に

登録されて

いる土地又

は家屋の価

評価

証明

書手

数料 

書類１件につき 

300円 

交付

のと

き 
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現  行  条  例 改  正  条  例 

格の証明書

の交付 

35 地方税法第

380条第１

項の規定に

より市町村

が備えなけ

ればならな

い固定資産

課税（補充

課税）台帳

に登録され

ている土地

又は家屋の

所有証明書

の交付 

資産

証明

書手

数料 

書類１件につき 

250円 

交付

のと

き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

     

格の証明書

の交付 

35 地方税法第

380条第１

項の規定に

より市町村

が備えなけ

ればならな

い固定資産

課税（補充

課税）台帳

に登録され

ている土地

又は家屋の

所有証明書

の交付 

資産

証明

書手

数料 

書類１件につき 

300円 

交付

のと

き 

 

35

の

２ 

地方税法第

382条の２

に規定する

固定資産課

税（補充課

税）台帳の

閲覧 

固定

資産

課税

台帳

の閲

覧手

数料 

書類１件につき 

200円 

交付

のと

き 

地方税法

第 416 条

第３項の

規定によ

り公示し

た期間に

おいて納

税義務者

の閲覧に

供する固

定資産課

税台帳の

閲覧手数

料は、無

料 と す

る。 
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現  行  条  例 改  正  条  例 

36 町民税・道

民税の額の

算出の基礎

となった事

項のうち所

得に関する

証明書の交

付 

所得

証明

手数

料 

１通につき 

250円 

交付

のと

き 

 

37 町民税・道

民税の額の

算出の基礎

となった事

項のうち税

額に関する

証明書の交

付 

課税

証明

手数

料 

１通につき 

250円 

交付

のと

き 

 

38 無職無収入

申告書に基

づく無職無

収入に関す

る事項の証

明書の交付 

無 職

無 収

入 証

明 書

手 数

料 

１通につき 

250円 

交付

のと

き 

 

39  略 

40 地方税法施

行令第６条

の21に規定

する納税証

明事項を記

載した証明

書の交付 

納税

証明

書手

数料 

１年度、１税目につき 

150円 

交付

のと

き 

軽自動車

税納税証

明書及び

税の申告

に使用す

る場合に

つ い て

は、無料

36 町民税・道

民税の額の

算出の基礎

となった事

項のうち所

得に関する

証明書の交

付 

所得

証明

手数

料 

１通につき 

300円 

交付

のと

き 

 

37 町民税・道

民税の額の

算出の基礎

となった事

項のうち税

額に関する

証明書の交

付 

課税

証明

手数

料 

１通につき 

300円 

交付

のと

き 

 

38 無職無収入

申告書に基

づく無職無

収入に関す

る事項の証

明書の交付 

無 職

無 収

入 証

明 書

手 数

料 

１通につき 

300円 

交付

のと

き 

 

39  略 

40 地方税法施

行令第６条

の21に規定

する納税証

明事項を記

載した証明

書の交付 

納税

証明

書手

数料 

１年度、１税目につき 

300円 

交付

のと

き 

軽自動車

税納税証

明書及び

税の申告

に使用す

る場合に

つ い て

は、無料
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現  行  条  例 改  正  条  例 

とする。 

40

の

２ 

幕別町総合

介護条例

（平成12年

条例第25

号）第７条

及び第９条

の規定によ

り算定され

た介護保険

料の納付に

関する証明

書の交付 

介護

保険

料納

付証

明手

数料 

１年度につき 

150円 

交付

のと

き 

税の申告

に使用す

る場合に

ついて

は、無料

とする。 

40

の

３ 

北海道後期

高齢者医療

広域連合後

期高齢者医

療に関する

条例（平成

19年北海道

後期高齢者

医療広域連

合条例第31

号）第４条

及び第13条

の規定によ

り算定され

た後期高齢

者医療保険

料の納付に

関する証明

書の交付 

後期

高齢

者医

療保

険料

納付

証明

手数

料 

１年度につき 

150円 

交付

のと

き 

税の申告

に使用す

る場合に

つ い て

は、無料

とする。 

とする。 

40

の

２ 

幕別町総合

介護条例

（平成12年

条例第25

号）第７条

及び第９条

の規定によ

り算定され

た介護保険

料の納付に

関する証明

書の交付 

介護

保険

料納

付証

明手

数料 

１年度につき 

300円 

交付

のと

き 

税の申告

に使用す

る場合に

ついて

は、無料

とする。 

40

の

３ 

北海道後期

高齢者医療

広域連合後

期高齢者医

療に関する

条例（平成

19年北海道

後期高齢者

医療広域連

合条例第31

号）第４条

及び第13条

の規定によ

り算定され

た後期高齢

者医療保険

料の納付に

関する証明

書の交付 

後期

高齢

者医

療保

険料

納付

証明

手数

料 

１年度につき 

300円 

交付

のと

き 

税の申告

に使用す

る場合に

つ い て

は、無料

とする。 
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現  行  条  例 改  正  条  例 

40

の

４ 

 

 

 

 

 

地籍調査成

果等の閲覧

又は写しの

交付 

 

 

 

 

地籍

図の

閲覧

手数

料 

１枚につき 

400円 

閲覧

のと

き 

 

 

地籍

簿の

閲覧

手数

料 

１枚につき 

400円 

閲覧

のと

き 

その

他地

籍成

果の

閲覧

手数

料 

１枚につき 

400円 

閲覧

のと

き 

 

 

41 地番図、現

況図、現況

地番、重ね

図、土地整

理原図の写

しの交付 

その

他地

図・

図面

等の

写し

の交

付手

数料 

 

 

白黒Ａ１版に収まるもの 

１枚につき 

800円 

カラーＡ３版に収まるもの 

1枚につき 

600円 

写真Ａ３版に収まるもの 

1枚につき 

900円 

 

 

 

交付

のと

き 

 

42 農地又は採

草放牧地以

現況

証明

１筆につき 

600円 

交付

のと
 

40

の

４ 

 

 

 

 

 

地籍調査成

果等の閲覧

又は写しの

交付 

 

 

 

 

地籍

図の

閲覧

手数

料 

１枚につき 

450円 

閲覧

のと

き 

 

 

地籍

簿の

閲覧

手数

料 

１枚につき 

450円 

閲覧

のと

き 

その

他地

籍成

果の

閲覧

手数

料 

 

１枚につき 

450円 

閲覧

のと

き 

 

 

41 地番図、現

況図、現況

地番、重ね

図及び土地

整理原図等

の写し等の

交付 

その

他地

図・

図面

等の

写し

等の

交付

手数

料 

白黒Ａ１版に収まるもの 

１枚につき 

850円 

カラーＡ３版に収まるもの 

１枚につき 

650円 

写真Ａ３版に収まるもの 

１枚につき 

950円 

電磁的記録媒体に収まるもの 

１枚につき 

2,500円 

交付

のと

き 

電磁的記

録媒体に

より交付

する場合

は、幕別

町指定の

データ形

式に限

る。 

42 農地又は採

草放牧地以

現況

証明

１筆につき 

1,200円 

交付

のと
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現  行  条  例 改  正  条  例 

外の土地の

現況に係る

確認 

手数

料 

き 

43 農業経営基

盤強化促進

法による不

動産登記に

関する政令

（昭和55年

政令第288

号）第４条

又は第５条

に基づく嘱

託登記 

嘱託

登記

手数

料 

１件につき 

5,000円 

登記

申請

のと

き 

 

44

～

50 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

51

～ 

     

外の土地の

現況に係る

確認 

手数

料 

き 

43 農業経営基

盤強化促進

法による不

動産登記に

関する政令

（昭和55年

政令第288

号）第４条

又は第５条

に基づく嘱

託登記 

嘱託

登記

手数

料 

１件につき 

8,200円 

登記

申請

のと

き 

 

44

～

50 

     

50

の

２ 

都市計画法

施行規則

（昭和44年

建設省令第

49号）第60

条の規定に

基づく都市

計画法の規

定に適合し

ていること

を証する書

面の交付 

都市

計画

法適

合証

交付

手数

料 

3,000円 交付

請求

のと

き 

 

51

～ 
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現  行  条  例 改  正  条  例 

57      

58 前各号に掲

げる以外の

事務に係る

証明書等の

交付 

その

他の

証明

書等

手数

料 

イ 証明に係るものの交付１件につき 

250円 

ロ 公文書等の写しの交付（Ａ３版に収

まるもの）１枚につき 

10円 

ただし、カラー複写機によるもの１

枚につき 

20円 

 

 

 

 

 

交付

のと

き 

 

備考 この表中の用語の意義及び字句の意味は、それぞれ左欄に規定する法律

（これに基づく法令を含む。）若しくは政令又は条例（これに基づく規則

を含む。）若しくは規則における用語の意義及び字句の意味によるものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

57      

58 前各号に掲

げる以外の

事務に係る

証明書等の

交付 

その

他の

証明

書等

手数

料 

イ 証明に係るものの交付１件につき 

300円 

ロ 公文書等の写しの交付（Ａ３版に収

まるもの）１件につき 

310円 

  ただし、１枚増すごとに10円を加算

する。 

ハ 公文書等の写しの交付（Ａ３版に収

まるもので、カラー複写機によるもの

）１件につき 

330円 

ただし、１枚増すごとに30円を加算

する。 

交付

のと

き 

ロ及びハ

において

、両面に

複写され

、又は出

力された

用紙につ

いては、

片面を１

枚として

手数料の

額を算定

する。 

備考 この表中の用語の意義及び字句の意味は、それぞれ左欄に規定する法律

（これに基づく法令を含む。）若しくは政令又は条例（これに基づく規則

を含む。）若しくは規則における用語の意義及び字句の意味によるものと

する。 
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幕別町手数料の見直しに伴う関係条例の整備に関する条例（第５条関係）の該当部分 新旧対照表 

現  行  条  例 改  正  条  例 

 

○幕別町廃棄物の処理及び清掃に関する条例 
（平成７年12月19日 条例第26号） 

 

第１条～第16条の２   略 

 

（一般廃棄物の処理手数料） 

第17条 第10条の規定により町が処理する一般廃棄物の処理手数料として、別表第

１に掲げる額を徴収する。 

２ 前項の処理手数料の徴収方法は、規則で定める。 

 

第18条及び第19条   略 

 

（一般廃棄物処理業許可申請手数料等） 

第20条 前条の規定による申請をする者は、申請の際に、別表第２に掲げる区分に

応じ、同表に定める手数料を納付しなければならない。 

２ 既納の手数料は、還付しない。 

 

第21条及び第22条   略 

 

別表第１（第17条関係） 

種類 区分 金額 

ごみ

処理

手数

料 

燃やせるごみ 

燃やせないごみ 

規則で指定するごみ袋で排出する場合

当該ごみ袋の容量１リットルにつき 

 

３円 

これによることが実情にそぐわないも

ので規則で定める単位につき 

120円 

 

大型ごみ １個につき50キログラムまで 200円 

し尿 基本料金 300リットルまで 1,740円 

 

○幕別町廃棄物の処理及び清掃に関する条例 
（平成７年12月19日 条例第26号） 

 

第１条～第16条の２   略 

 

（一般廃棄物の処理手数料） 

第17条 第10条の規定により町が処理する一般廃棄物の処理手数料として、別表第

１に掲げる額を徴収する。 

２ 前項の処理手数料の徴収方法は、規則で定める。 

 

第18条及び第19条   略 

 

（一般廃棄物処理業許可申請手数料等） 

第20条 前条の規定による申請をする者は、申請の際に、別表第２に掲げる区分に

応じ、同表に定める手数料を納付しなければならない。 

２ 既納の手数料は、還付しない。 

 

第21条及び第22条   略 

 

別表第１（第17条関係） 

種類 区分 金額 

ごみ

処理

手数

料 

燃やせるごみ 

燃やせないごみ 

規則で指定するごみ袋で排出する場合

当該ごみ袋の容量１リットルにつき 

 

３円 

これによることが実情にそぐわないも

ので規則で定める単位につき 

120円 

 

大型ごみ １個につき50キログラムまで 200円 

し尿 基本料金 300リットルまで 1,830円 
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現  行  条  例 改  正  条  例 

処理

手数

料 

超過料金 20リットル増すごとに 116円 

特殊料金 
凍結等により吸引不能のものは、上記により算定

した額の５割増しとする。 

 備考 

１ 燃やせるごみ、燃やせないごみ及び大型ごみとは、それぞれ町長が別

に定めるものをいう。 

２ し尿処理量が300リットルを超える場合において、20リットル単位ご 

とに20リットル未満の端数があるときは、当該端数を20リットルとみな

す。 

３ 特殊料金の適用は、し尿全体が凍結し特殊作業器具等で破砕し、水を

添加して吸引する場合に限る。 

 

別表第２（第20条関係） 

区分 手数料 

一般廃棄物処理業 

新 規 １件につき     20,000円 

更 新 １件につき     15,000円 

再交付 １件につき      2,000円 

浄化槽清掃業 
新 規 １件につき     20,000円 

再交付 １件につき      2,000円 

 備考 変更許可申請は更新に含む。 

 

 

 

 

 

 

 

処理

手数

料 

超過料金 20リットル増すごとに 122円 

特殊料金 
凍結等により吸引不能のものは、上記により算定

した額の５割増しとする。 

 備考 

１ 燃やせるごみ、燃やせないごみ及び大型ごみとは、それぞれ町長が別

に定めるものをいう。 

２ し尿処理量が300リットルを超える場合において、20リットル単位ご 

とに20リットル未満の端数があるときは、当該端数を20リットルとみな

す。 

３ 特殊料金の適用は、し尿全体が凍結し特殊作業器具等で破砕し、水を

添加して吸引する場合に限る。 

 

別表第２（第20条関係） 

区分 手数料 

一般廃棄物処理業 

新 規 １件につき     20,000円 

更 新 １件につき     15,000円 

再交付 １件につき      2,100円 

浄化槽清掃業 
新 規 １件につき     20,000円 

再交付 １件につき      2,100円 

 備考 変更許可申請は更新に含む。 
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幕別町手数料の見直しに伴う関係条例の整備に関する条例（第６条関係）の該当部分 新旧対照表 

現  行  条  例 改  正  条  例 

 

○幕別町水道事業給水条例 
（平成10年３月13日 条例第16号） 

 

第１条～第５条   略 

 

（工事の施行） 

第６条 給水装置工事は、町長又は町長が法第16条の２第１項の指定をした者（当

該指定の効力を失った者を除く。以下「指定給水装置工事事業者」という。）が

施行する。 

２ 前項の規定により、指定給水装置工事事業者が給水装置の新設、改造又は撤去

を施行する場合は、あらかじめ町長の設計審査（使用材料の確認を含む。）を受

け、かつ、工事しゅん工後に町長の工事検査を受けなければならない。 

３   略 

 

第７条～第26条   略 

 

（手数料） 

第27条 手数料は、次の各号の区別により、申込者から申込みの際、これを徴収す

る。ただし、町長が、特別の理由があると認めたときは、申込み後に徴収するこ

とができる。 

⑴ 第６条第１項に規定する法第16条の２第１項の指定及び法第25条の３の２第

１項の更新並びに第６条第２項に規定する設計及び工事検査の手数料は、別表

第３のとおりとする。 

 

 

⑵   略 

 

第27条の２～第38条   略 

 

 

○幕別町水道事業給水条例 
（平成10年３月13日 条例第16号） 

 

第１条～第５条   略 

 

（工事の施行） 

第６条 給水装置工事は、町長又は町長が法第16条の２第１項の指定をした者（当

該指定の効力を失った者を除く。以下「指定給水装置工事事業者」という。）が

施行する。 

２ 前項の規定により、指定給水装置工事事業者が給水装置の新設、改造又は撤去

を施行する場合は、あらかじめ町長の設計審査（使用材料の確認を含む。）を受

け、かつ、工事しゅん工後に町長の工事検査を受けなければならない。 

３   略 

 

第７条～第26条   略 

 

（手数料） 

第27条 手数料は、次の各号の区別により、申込者から申込みの際、これを徴収す

る。ただし、町長が、特別の理由があると認めたときは、申込み後に徴収するこ

とができる。 

⑴ 第６条第１項に規定する法第16条の２第１項の指定及び法第25条の３の２第

１項の更新の手数料は、１件につき12,600円とする。 

 

⑵ 第６条第２項に規定する設計及び工事検査の手数料は、別表第３のとおり 

とする。 

⑶   略 

 

第27条の２～第38条   略 
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現  行  条  例 改  正  条  例 

別表第１及び別表第２   略 

 

別表第３（第27条関係） 

区分 単位 金額 

 新規・更新（管内） 13,600円 

指定給水装置工事 新規・更新（管外） 53,500円 

事業者申請手数料 
変更（管内） 13,100円 

変更（管外） 53,000円 

設計審査手数料 
新設１件 4,500円 

改造１件 2,700円 

工事検査手数料 
新設１件 7,500円 

改造１件 4,500円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第１及び別表第２   略 

 

別表第３（第27条関係） 

区分 単位 金額 

   

   

 
  

  

設計審査手数料 
新設１件 7,000円 

改造１件 4,500円 

工事検査手数料 
新設１件 6,500円 

改造１件 4,800円 
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幕別町手数料の見直しに伴う関係条例の整備に関する条例（第７条関係）の該当部分 新旧対照表 

現  行  条  例 改  正  条  例 

 

○幕別町簡易水道事業給水条例 
（平成10年３月13日 条例第17号） 

 

第１条～第25条   略 

 

（手数料） 

第26条 手数料は、次の各号の区別により、申込者から申込みの際、これを徴収す

る。ただし、町長が、特別の理由があると認めた申込者からは、申込み後、徴収

することができる。 

⑴ 第６条第２項に規定する設計審査及び工事検査の手数料は、別表第２のとお

りとする。 

⑵ 第28条第２項の確認をするときの手数料は、町長がその都度定める額とす

る。 

 

第26条の２～第37条   略 

 

別表第１   略 

 

別表第２（第26条関係） 

区分 単位 金額 

設計審査手数料 
新設１件 4,500円 

改造１件 2,700円 

工事検査手数料 
新設１件 7,500円 

改造１件 4,500円 

 

 

 

○幕別町簡易水道事業給水条例 
（平成10年３月13日 条例第17号） 

 

第１条～第25条   略 

 

（手数料） 

第26条 手数料は、次の各号の区別により、申込者から申込みの際、これを徴収す

る。ただし、町長が、特別の理由があると認めた申込者からは、申込み後、徴収

することができる。 

⑴ 第６条第２項に規定する設計審査及び工事検査の手数料は、別表第２のとお

りとする。 

⑵ 第28条第２項の確認をするときの手数料は、町長がその都度定める額とす

る。 

 

第26条の２～第37条   略 

 

別表第１   略 

 

別表第２（第26条関係） 

区分 単位 金額 

設計審査手数料 
新設１件 7,000円 

改造１件 4,500円 

工事検査手数料 
新設１件 6,500円 

改造１件 4,800円 
 

 


